（消費税廃止各界連）2025年6月宣伝スポット（参考例）

◇ご通行中のみなさん、商店街のみなさん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。くらしや営業、地域経済を守るため、消費税の減税、インボイス制度の廃止を求めています。
◇7月の参議院議員選挙を前に消費税の減税が大きな争点として浮上しています。4月から6月にかけて報道各社が行った世論調査では消費税減税・廃止を求める声が約7割にのぼり反対を大きく上回りました。一方で、消費税減税を行うことで社会保障削減につながるのではないかとの懸念や、財源を赤字国債の発行で賄うことは望まないことも調査結果で示されています。
◇国会でも、すべての野党が消費税減税・廃止を参院選の公約に掲げ、与党の自民党と公明党だけが減税に反対しています。自公与党は国民が望む消費税減税に背を向ける一方、一度限りで物価高対策にならない給付金措置を打ち出しました。物価高対策の無為無策を続ける自民党政治を許すことはできません。
◇米価が一年で倍になり、野菜も家賃も電気・燃料代もあらゆるものが値上がりする中、多くの国民は物価上昇に追い付かない賃金や、減り続ける年金で極めて苦しい状況に置かれています。多くの中小業者も資材や燃油などの高騰によって経営が圧迫されています。
◇インボイス登録後、初めて消費税１年分の納税を迫られた今年の確定申告では「税額が4倍に跳ね上がった」と驚きの声が上がりました。取引排除を恐れ、やむを得ずインボイスに登録した免税業者は赤字でも納税を迫られます。生活費に食い込む消費税の逆進性の被害が深刻です。
◇こうした時に、国民の暮らしと雇用、地域経済、中小業者の営業を、最優先で守ることこそ政治の役割です。
◇この間、消費税が引き上げられる一方で、大企業の法人税は年間11兆円も減税されています。富裕層の主な収入源となっている金融所得にかかる税率は低い水準に据え置かれ、税負担を軽減されてきました。
◇大企業は、従業員賃金や国内取引、設備投資を切り捨てバブル期を超える利益を上げる一方、収益は内部留保や、株主配当などに向けられ、賃金や下請け単価は二の次にされてきました。このゆがみが、国内消費を弱め、日本経済を停滞させている最大の原因です。
◇多くの輸出大企業は導入以来、36年間、税務署に１円も納めず、還付を受け続けています。23年度にトヨタ自動車に振り込まれた消費税還付金は6千億円を超えています。大企業の内部留保は過去最高の550兆円に上ります。

◇大企業・富裕層ばかりに税負担を軽くする税のゆがみをただし、応分の負担の税制に切り替えて、全ての国民に恩恵が及ぶ、消費税の減税を行うべきです。
◇物価高の影響は食料品だけではありません。一律5％への減税は、すべての人に恩恵があり、食料品ゼロ％の2倍の減税効果があります。
◇いま私たちの仲間が街頭で集めている「消費税減税・インボイス廃止を求める統一署名」は、衆・参両院での紹介議員が6会派57人に広がっています。インボイス問題検討超党派議員連盟も100人を超えて、参加議員が広がっています。自民党が過半数を占める埼玉県議会で、インボイス廃止意見書が採択され、地方政治にも変化が波及し始めています。
◇消費税はただちに5％へ減税し、インボイスは廃止の声を署名にお寄せください。ありがとうございました。
